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制定の過程から現在に至る約 20 年間の経緯と議論の概観を述べる。 















































































































































































































































































































書かれていないが、「一般廃棄物の大半を占め（体積比:約 6 割、重量比:約 2 割）、かつ、
再生資源としての利用が技術的に可能な容器包装の再商品化を図る2」ということが直接の


































































                                                   




























このルートはリターナブル容器で行われており、自主回収認定数は「1997 年の 106 件










                                                   
9 第35回（12/28）容器包装リサイクルWG資料 容器包装リサイクル法の評価検討 に関する報告書（案） ― 持続可
能な省資源社会を目指して ―，産業構造審議会環境部会廃棄物・リサイクル小委員会  
































出所:産業構造審議会 産業技術分科会 廃棄物・リサイクル小委員会 容器包装リサイクルWG、中央環境審議会 




































































1995 年 6 月 成立・公布 
    12 月 第 1 段階施行(基本方針、再商品化計画、指定法人関係) 
1996 年 6 月 第 2段階施行(分別収集計画関係) 
1997 年 4 月 本格施行(再商品化事業開始)  
（対象品目）ガラスびん、PET ボトル (義務対象)大企業 
2000 年 4 月 完全施行 (対象品目の追加)紙製容器包装、プラスチック製容器包装 
(義務対象の追加)中小企業 
2000 年 6 月 循環型社会形成推進基本法公布・施行 
2006 年度   有償分拠出金が設けられる 
2006 年 6 月 改正法成立 
2007 年 4 月 改正法施行 
























































































































































































































施行 10 年後の見直しは、このような中で行われることとなった。 
 
３ 容器包装リサイクル法の 10 年後の見直し及び改正 


















この「請願署名」の紹介議員は 211 名であった。 
（２）市町村 






                                                   
11 全都清ホームページ。http://www.jwma-tokyo.or.jp/ 2013年10月 1日閲覧。 
12 活動の報告書参照、「拡大生産者責任の徹底を求めて、容器包装リサイクル法の改正を求める全国ネットワーク活動
の記録（2003～2006）」2006年 9月 





































                                                   




























































































































第２節 2006 年改正法における費用負担の枠組みと 2 品目のプラスチック 
 
 2006 年改正容器包装リサイクル法における費用負担の枠組みを再度簡潔に示す。 
                                                   
1 平成16年度効果検証に関する評価事業調査(市区町村等における分別収集・選別保管費用に関する調査)中間報告、平



























































































 2008 年度のPET ボトルの販売量は 57.1 万ｔで、使用後、44.6 万ｔが回収されている。
このうち、28.4 万ｔが市町村によって回収されており、残りの 16.2 万ｔは事業系回収で
ある4。PET ボトルの回収率は 78％とされている。 
ただし、市町村回収のうち 2008 年度の容リ協会引取実績は 15.4 万ｔにとどまる（容リ





き取り実績の 15.4 万ｔとした。 
 一方、廃棄されるプラスチック製容器包装は約 297 万ｔと推定される。前出の一般廃棄
物中の容器包装プラスチック 354 万ｔからPET ボトル廃棄物量（販売または消費量）57.1
万ｔを差し引いたものである。次に、プラスチック製容器包装の回収量は容器包装リサイ
クル法の制度に参加している市町村による回収量が 67.2 万ｔ、それが選別され容リ協会に
引き渡されている量が 60.4 万ｔである（2008 年度実績、容リ協会）。回収量から回収率は
23%、容リ協会引渡量から再商品化率は 20％となる。以上の実績から判断し、2008 年度








                                                   
3 社団法人プラスチック処理促進協会『2008年プラスチック製品の生産・廃棄・再資源化・処理処分の状況』
http://www2.pwmi.or.jp/siryo/flow_index.htm. 2010年10月 1日閲覧。 















した。それは、620 億円（人口の比率に基づく）、または 422 億円（収集運搬量の比率に
基づく）となる。 
PET ボトルについては、2008 年度の市町村費用のデータが公表されていないため、平










チック製容器包装では市町村負担率 4％（14 億円）、事業者負担率 96％（337 億円）とな
っている。 
 PET ボトルについては、実際には 2008 年度には、リサイクル事業者による入札におい
て大部分が有償で引き取られたが、一部逆有償分があり、再商品化委託料は 1.0 億円とな
っている。PET ボトルでは小規模事業者は無いとされ、市町村の負担率は 0％である。 
 
























「想定額」と「現に要した費用」の差額の 2 分の 1、すなわち、[｛（1）－（2）｝×1／2]
の額で、「拠出金(3)」として示されている。2008 年度はプラスチック製容器包装 91 億円、































ＰＥＴボトル 4,739 158 7.5 1.0 3.3
プラスチック
製容器包装















































市町村 620（422） 14 -91 543（345） 55.9（44.6）



















市町村 311 0 -45.0 -3.3 263 98.4


























































































































































































































































































































ｋｇ／人に比べて、ベルギー・フランスのそれは 1／2 程度であり、ドイツのそれは 1／4
程度と、かなり小さい。 
                                                   
8 財団法人日本容器包装リサイクル協会『欧州におけるプラスチック製容器包装リサイクル状況調査報告書』平成 19
年。  




















































































































































みにおいて、製造・利用事業者の負担は 2008 年度ではPET ボトルでほぼゼロ、プラスチ
ック製容器包装で約 50％となっており、EPR の理念から評価すれば、EU 諸国よりも、
事業者（生産者）が PET ボトル、プラスチック製容器包装の使用量削減と環境に良いデ
ザインに努力するインセンティブは低いと言わざるをえない。 




















































































約 1/20 の重みをもち人口カバー率が高い、といった点からである。 
調査方法としては、大阪府の全ての市町村・組合のリサイクル、容器包装リサイクル法
にかかわる担当者に対して、面接（一部、電話による）聞き取り調査を行った。聞き取り























                                                   
5 容器包装リサイクル法ではリサイクル事業者に引渡した量をこのように呼び、環境省は独自処理の市町村にも再商品
化量の報告を求め、公表している。 
6 容リ協会ホームページ．＜ http://www.jcpra.or.jp/＞, 2012年 5月10日閲覧。 
7 環境省報道発表資料「廃ペットボトルの輸出等市町村における独自処理に関する実態調査」の結果について(2006～










































































経年変化を見ても、容リ協会比率は低いが 2008 年度のPET ボトルのだぶつきという事件
を見る前の 2007 年度から増加に転じており、全国の傾向と異なる（図３－１）。大阪府で
は選別保管処理12施設を建設した市町村が独自処理をやめて容リ協会に引渡すようになっ








































ており、その後に再び独自処理に変更することは 2005 年度以降見られていない13。 

































                                                   





















  表３－１ 大阪府市町村の使用済 PETボトルの引渡先、引渡方法による類型化 
出所：聞き取り調査結果に基づき筆者作成。類型Ⅰの取引データについては容リ協会データによる。 
注）(1）～(8）は以下の一部事務組合である。(1）柏羽藤環境事業組合 (2）東大阪都市清掃組合 (3）泉南清掃事業組合 (4）北河内4市リサイクル施設組
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万 7541 円／ｔである。 
 

















































丸ボトルの差は 2008－2011 年度の平均で 2万 2,683円/t である。また、2010 年度のそれ










年度 6万 5,000 円/t と 6万 6,000 円/t である。 
(2) 一般廃棄物会計基準14による選別保管処理費用について、表３－３に示したようにデー
タが利用可能であった５市15の平均値（2009 年度分）は 6 万 6,830 円/t であった。なお、









2008年度 2009年度 2010年度 2011年度 ’11/’08比
加重平均 49,643 9,634 30,613 58,371
(前年度比) - (0.19) (3.18) (1.91)
61,950 21,578 51,713 67,200
71,400 28,167 58,493 83,300
n/a 25,988 56,700 78,750
38,100 20,100 28,650 42,250
n/a 12,658 39,375 65,888
n/a n/a 49,333 n/a
57,150 21,698 46,986 66,878
- (0.38) (2.16) (1.42)
25,000 14,200 28,000 38,000
28,000 1,050 32,445 45,360
32,550 17,115 28,087 40,740
n/a 9,650 25,125 30,970
n/a n/a 28,971 n/a
26,500 8,300 28,414 38,768



























(3) 全国的な環境省調査16では、PET ボトルの 2003 年度の市町村等における直営の「選
別保管部門」（選別保管処理にあたる）の費用は平均値 23 万円/t、中央値 15万 3,000 円/t
である。これは、今回比較対象である金額の約 10 倍であり、市町村のPET ボトル処理の
体制が整備途上で非効率であったことを反映していると推察される。 

























Ａ 34.3 1037 47850 64750
Ｂ 51.6 1381 110930 51760
Ｃ 38.2 634 11140 12680
Ｄ 11.0 229 25420 81080



































以上類型別に見てきたが、独自処理の 3 類型の実態から以下のことが指摘できる。 














































サイクル事業者による PET ボトルの引取が有償化したことで、PET ボトルを利用して飲
料等を生産し、リサイクルを担当する製造・利用事業者と、分別収集等を担当する市町村
の費用負担の分担が市町村に偏るという問題も生じている。 
PET ボトルリサイクル推進協議会（以下、「PET 協議会」）によると、2010 年度には







































村の定期収集による収集量は、1 ステーション当りの世帯数が 60 世帯を超える場合では、
























第２節 全国のPET ボトル処理の現状 
 








が明らかになった。つまり、貿易統計の「PET くず」輸出量から「生産過程 PET くず」
及び「フレーク」の輸出量を除くことでPET ボトル輸出量が把握された。 
上記年次報告書をもとに 2010 年度の PET ボトル処理の現状に関するデータを整理し、
表４－１に示した。指定PET ボトル3販売量は 59万 4689 トンである。一方、従来の補足
量である PET ボトルの市町村回収量（再商品化量）は、28 万 6067 トン、事業系回収量

























行っており、このように大量の PET ボトルが、PET 協議会の把握していないところで回











表４－１ 全国の PETボトル処理の現状(2010年度) 




  市町村系 事業系 











場所別量（トン） 252311 33756 45944 87613 208198(a） 
回収量合計（トン） 286067 341755 
再資源化率（ｂ） 81.7% 77.3% 

















第３節 大阪府におけるPET ボトル収集の概況と家庭からの排出量の推計 
 
１ 大阪府におけるPETボトル収集の概況 
 大阪府の PET ボトルの収集方法について明らかにするために、大阪府の全市町村に対
して訪問（一部、電話による）聞き取り調査を行った。調査の期間は 2011 年 10 月～2012
年 3 月、および、2012 年 10 月～2013 年 3 月である。 
大阪府においては、PET ボトルの市町村による収集は「拠点収集」と「定期収集」とい















この時点で､大阪府下 33 市 9 町 1 村のうち、拠点収集のみを行っていたのは 9 市で、定期
収集のみが 29 市町村、拠点収集と定期収集を併用しているところが 5 市町あった。定期
収集を行っている市町村のうち、10 市町が主として家前方式を行っていた。 
また、表４－３には、近年、拠点収集から定期収集に移った市があり、その市と変更の















































枚方市 2006年度 2007年度定期収集開始、拠点中止。 
交野市 2007年度 2008年度定期収集開始、拠点は2010年度まで継続。 
大東市 2006年度 2007年度定期収集開始。拠点継続。 
堺市 2009年度 2010年度定期収集開始、2011年 9月拠点終了。 
守口市 2011年度 2012年度定期収集開始、拠点終了。 
豊中市 2011年度 2012年度定期収集開始、拠点継続。 






注：守口市（施設合計は 55、複数設置の施設があるため、80ケ所）。高槻市（百貨店 2）吹田市（福祉施設 7）。 
 
















































公共・福祉施設 31 24 17 0 38 13 13
スーパー・百貨店 17 14 18 40 36 15 17
コンビニ 7 3 9 0 0 0 0
薬局 0 2 0 0 0 0 0
酒店 0 12 0 49 0 0 0
合計 55 80 44 89 74 28 30
64 
 










たとえば、豊中市では可燃ごみに混入 28ｔ､不燃ごみに排出 794ｔと「第 3 次豊中市一




されている。この PET／プラの 2008 年度の量は表４－５では省略されているが 5116.78
ｔであることから､PET ボトルの量は 1141ｔと試算される。また、一般ごみ・粗ごみの総
量は 7500ｔで、そこへの PET ボトルの混入重量比率は 0.15％であることから､混入量は







聞き取りにより得ることができた。そこから､大阪狭山市の PET ボトル排出量は PET ボ
トルとして収集されリサイクル事業者へ引渡された 87.76ｔとした。 
このようにして求めた PET ボトル全排出量を各市の人口で除することによって、それ
ぞれの市の一人当たり排出量を試算した。上位 4 市の一人当たり排出量は年間 3kg／人程
度とほぼ同水準であるが、農村部を多く含む大阪狭山市では相対的に排出量が小さい7。上













































22.3％ から 1141ｔ 
一般ごみ及び粗ごみに





基本計画（改訂版）2009 年 6 月、





 資源物収集 321ｔ 
普通ごみ・小型ごみに





















































点収集はスーパーマーケット独自回収の 7 倍、定期収集は 17 倍となっており、スーパー
マーケット独自回収に比較して市町村による収集量の大きいことがわかる。 
1997~2011 年度の一人当たり収集量の推移をみたのが図４－１（1）、（2）である。（1）









                                                   
8 市町村間の比較のために市民一人当たりの年間収集量については、拠点収集では収集量、定期収集では選別後の量を
用いた。定期収集では、異物の混入度が高い場合もあるためである。 



























次に、前節で試算した 2010 年度一人当たりPET ボトル収集量について、同年に拠点収
集が行われている 9 市を対象とし、拠点密度及び収集ルールとの関係を分析する。 
2010 年度に拠点収集を行っていた 9 市は、いずれも拠点収集開始からの期間が長いた
め、市民の認知は十分である。ただし、ごみ出し規則に違いがあり、他のごみへの混入が
認められていない市（A グループ）と認められている市（B グループ）とに分類される。 


































































松藤ら(2005)では、拠点を 1000～2000 人に 1 か所程度にすれば、これ（拠点）のみで
高い収集率を得られるとされている。今回得られた結果からは、A グループの守口市が
2000 人に 1 か所程度となり、一人当たり収集量が約 1.6kg/人と定期収集の平均値に近い
ものとなっている。図４－２から推定すれば、拠点密度を高くすることで高い収集量を得
られることになる。しかし、実際にはA グループのほとんどの市の拠点密度は守口市より











2010 年度に定期収集を行っていたのは 34 市町村であるが、あらかじめ除いた 3 市町の
ほかに、枚方、寝屋川、交野、四条畷の 4 市については共同の選別保管施設組合で処理し
ており、個別の市の収集量を知ることができないため11、対象から除いた。したがって、








から x5 の変数は、生活様式に関わる変数であり、家庭内PET ボトル使用量を規定すると
















































表４－６  回帰分析に用いた変数の候補 





加重変数 w1 人口 219434 520603 
説明変数 x1 




x2 平均世帯員数 2.594 0.223 
 





























































茶飲料 世帯当たり 5,889 5,938 1634
一人当たり 1,906 1,928 413
他の飲料 世帯当たり 25,629 25,707 18856
一人当たり 8,294 8,346 4762
内,ミネラルウォーター 世帯当たり 2,362 2,388 104
一人当たり 764 775 26
内,他の飲料のその他 世帯当たり 6,442 6,459 4966









439 364 478 486 505 566 485
一人
当たり
― 182 159 122 101 ― 485
世帯
当たり
1,958 2,109 1,974 2,150 1,760 1,995 1,433
一人
当たり
― 1,055 658 538 352 ― 1,433
世帯
当たり
2397 2473 2452 2636 2265 2561 1918
一人
当たり























  モデル 1    モデル 2   
  推定値 標準誤差 p 値   推定値 標準誤差 p 値 
定数  -1.720 1.076 0.131  -1.639 0.545 0.008 
log(x1)  -0.255 0.056 0.000  -0.240 0.052 0.000 
log(x2)  -0.025 1.584 0.988     
log(x3)  -0.651 0.479 0.194  -0.637 0.241 0.017 
log(x4)  0.637 0.218 0.010  0.627 0.211 0.008 
log(x5)  -0.667 0.212 0.007  -0.650 0.206 0.006 
log(s1)  0.187 0.101 0.083  0.173 0.087 0.063 
s2  0.278 0.074 0.002  0.325 0.059 0.000 
s3  -0.223 0.061 0.002  -0.227 0.059 0.001 
s4  0.089 0.082 0.294        
自由度調整済R2： 0.737    0.746   










































































































































































































EPR の程度の 15年間の実績を見る。その結果から、PET ボトルにおいては 2006 年改正







































































































たためである。PET ボトルでは 2005 年度だけがわずかに逆有償であった。（5）では、2011
年度、この再商品化合理化拠出金算定単価の変更が行われた。これによって、プラスチッ






















表５－１ 容器包装リサイクル法の費用負担制度・運用の経過と EPRとしての評価 
法をめぐる情勢の 
変化、背景 

























































に、標準単価が約 3分の 1に低下した。 
EPR の程度は PET ボトルではほぼゼロ
に、プラスチック製容器包装では一定程
度低下した。 
出所:筆者作成。 (注1)寄本(1998) 9－10pp．  
 












































 第２章では、再商品化合理化拠出金制度が施行された 2008 年度におけるEPR の程度を
見た。ここでは、同法の施行（PET ボトルでは 1997 年度、プラスチック製容器包装では












































































































































































図５－３（２） PETボトルの EPRの程度の推移 
 
 PET ボトルでは、図５－３（１）のように、施行後数年間、製造・利用事業者の負担が
































































































































































































































































































































常に大きい。   
 
３ 容器包装リサイクル法におけるEPR の今後 
 容器包装リサイクル法の 2006 年改正時には、消費者・市民団体、市町村、研究者等に
よって徹底・拡大が要求されたEPR であった。EPR 拡大の要求を実質的に取り入れる形
で 2006 年改正法に新設された再商品化合理化拠出金であったが、すでに引渡が有償化し
ていたPET ボトルでは極めて少額で、EPR 拡大とはならなかった。 
 本章第２節で示したように、法施行から数年間は容リ法が対象とするいずれの品目にお
いても EPR として評価される製造・利用事業者の負担が一定割合以上存在していた。し




ラスチック製容器包装においては、現在でもEPR の程度は 50%に近い。 


















 容器包装の業界団体である 3R 推進団体連絡協議会は、自主行動計画によるリデュース
として表５－２のような 2011 年度実績を公表している。PET ボトルを見ると 2004 年度
比 10.5％の軽量化となっている。ただし、これは 1 本当たりの軽量化である。本論第４章
図４－１によれば、PET ボトルの販売量はこの間大幅に伸びている。 
 なお、2006 年改正法に減少を防ぐ対策が入れられたリターナブルびんについては、
4138.1 百万本（2005）から 3365.5 百万本（2010）へと減少している1。 
 




1）容積構成比の変化を除いた値 2）容積構成比の変化を除いた値 3）2005年度比。 
4）目標値見直し予定。 










の意味では、PET ボトルの 1 本当たりの軽量化はそれにあたる。ただし、EPR が一定程


























































捨ての PET ボトル 1 本に対して 25 ユーロセント（40 円）のデポジット料金が課されて
いる（視察報告書2）。その結果、使い捨て PET ボトルの回収率は 90%程度となったもの
の、使い捨て PET ボトルの普及をとどめることはできておらず、ノンアルコール飲料容









 容器包装リサイクル法対象品目の中では、すでに第４章で述べたように PET ボトルの








                                                   
2 中央環境審議会 ペットボトルを始めとした容器包装のリユース・デポジット等の循環的な利用に関する研究会 （第






















  1～8、2013年12月 20日閲覧。 
 
 





























リサイクル率 90.4% 2011 再商品化重量／消費重量 5











































量は 2011 年度から頭打ちとなり（第２節 図５－２）、容リ協会に引渡した市町村数の比


























取実績を示している。この 2 つの量の差が独自処理量と考えられる。 
 市場における廃PET ボトルの価格が上昇し、2005 年度から独自処理量は急増した。し
かし、2006 年度からの有償分拠出金の創出、またリーマンショックを契機とする景気の後
退による市場における廃 PET ボトル価格の低下とダブつきの影響を受けて、独自処理は













    出所: 以下の環境省資料及び容リ協会データに基づき作成。 
環境省「平成23年度容器包装リサイクル法に基づく市町村の分別収集及び再商品化の実績について」 
添付資料、図表３、年度別再商品化実績量 
環境省：http://www.env.go.jp/press/file_view.php?serial=21651&hou_id=16398、2013年 11月 20日閲覧 







































































































    出所: 以下の環境省資料及び容リ協会データに基づき作成。 
環境省「平成23年度容器包装リサイクル法に基づく市町村の分別収集及び再商品化の実績について」 
添付資料、図表３、年度別再商品化実績量 
環境省：http://www.env.go.jp/press/file_view.php?serial=21651&hou_id=16398、2013年 11月 20日閲覧 
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環境省「平成23年度容器包装リサイクル法に基づく市町村の分別収集及び再商品化の実績について」 
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   出所: 以下の環境省資料及び容リ協会データに基づき作成。 
環境省「平成23年度容器包装リサイクル法に基づく市町村の分別収集及び再商品化の実績について」 
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の方法を踏襲し、法施行の 1997 年度から 2012 年度までの容器包装リサイクル法の枠組み
内でのPET ボトルとプラスチック製容器包装のEPR の程度の推移を見た。 
 PET ボトルでは容リ協会落札単価が逆有償から有償に転じた 2006 年度から EPR の程
度はほとんどゼロとなり、その状態が継続している。プラスチック製容器包装では現在も
EPR の程度は 50%に近い。紙製容器包装においてEPR はほとんどゼロで、ガラス製容器
においてもEPR の程度は低い現状である。このようなEPR の状態の原因は、容器包装の
引取・リサイクル部分だけを生産・利用事業者が行うという制度のためである。 
 プラスチック製容器包装以外では EPR の程度がゼロに近いか非常に低いという現状か









の負担をどうするかということが問題となり、第 2 回見直しで検討される必要がある。 



















































































PET ボトルでは 2006 年度からずっと EPR はほとんどゼロである。プラスチック製容器
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1 y w1 x1 x２ ｘ３ ｘ4 ｘ5 ｓ1 ｓ２ ｓ３ ｓ４
2 3.288 77564 0.2 2.50 29.05 3.09 3.22 2 0 0 1
3 3.191 124400 0.6 2.53 26.96 3.38 2.33 2 0 0 0
4 2.624 64416 2.8 2.85 20.43 2.95 2.02 4 0 1 1
5 2.485 83696 0.4 2.39 33.03 4.78 3.23 2 0 1 0
6 2.079 17032 5.8 2.65 28.93 2.94 2.35 2 0 1 1
7 2.217 130368 0.3 2.25 37.71 3.99 2.84 1 0 1 1
8 2.203 59523 0.3 2.59 24.99 1.68 2.52 2 0 0 0
9 2.116 2666371 0.1 2.02 47.19 5.13 3.08 4 0 0 0
10 2.041 45072 1.7 2.81 20.35 2.22 1.55 2 0 1 1
11 2.018 119654 1.7 2.62 24.13 2.17 1.84 2 0 1 1
12 1.988 90531 1.6 2.74 23.98 3.09 3.09 4 0 0 1
13 1.895 842134 0.5 2.44 30.03 3.08 2.49 2 1 0 0
14 1.798 104171 1.2 2.28 36.27 3.65 2.78 2 0 0 1
15 1.738 274832 0.8 2.45 31.2 3.2 2.33 2 0 1 0
16 1.734 6015 7.6 2.88 13.65 0 0 1 0 1 1
17 1.715 11659 10.8 3.00 17.05 1.72 1.72 2 0 1 1
18 1.698 112518 1.3 2.72 18.55 2.13 2.22 1 0 1 1
19 1.684 21976 10.8 2.79 12.07 0.91 1.37 4 0 0 0
20 1.666 56663 1.8 2.76 18.4 2.12 2.12 2 0 1 1
21 1.550 509632 0.3 2.34 35.01 3.67 2.71 2 1 1 0
22 1.507 58238 1.1 2.59 26.37 3.09 2.92 1 0 0 1
23 1.472 14215 4.5 2.89 18.32 2.81 1.41 1 0 1 1
24 1.408 18119 0.8 2.68 24.56 2.76 1.1 2 0 0 1
25 1.345 100830 2.9 2.59 28.81 3.77 3.17 2 0 1 1
26 1.327 17509 2.9 2.63 23.25 2.28 1.71 2 0 1 0
27 1.096 268652 1 2.47 27.17 2.72 2.72 1 1 1 0
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